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新潟県消防学校

新潟県新潟市西区曽和100番地1　（郵便番号　950-2144）
電話　025-262-4141　　FAX　025-263-8950　　
E-mail  ngt131010@pref.niigata.lg.jp
HP https://www.pref.niigata.lg.jp/sec/shobogakko/

(1人)

教頭1人及び教務課主任3人は消防（局）本部からの派遣職員である。

27 年 4 月 ・ 新潟市水道町2丁目808番地、旧警察学校校舎に開設

（新潟県職員研修所、新潟県農業協同組合講習所も同時に設置、共同使用）

30 年 10 月 ・ 新潟大火発生（10月1日）、入校中の講習生が消火協力のために出動する

39 年 5 月 ・ 新潟地震（6月16日発生　マグニチュード7.5　震度5）のため、7月まで休校

昭和石油火災に消火応援に来援した東京消防庁化学消火隊に、被害のなかっ

た消防学校を隊員の宿舎に提供する

40 年 4 月 ・ 農業協同組合講習所が移転、県職員研修所との2者共用となる

42 年 4 月 ・ 従来の消防防災課との兼務形態を改め、県職員配置を専任制とする

44 年 4 月 ・ 従来校長は、総務部長事務取扱であったが、これを廃し、消防防災課長兼務

とし、教頭を専任制とする（～昭和52年度）

6 月 ・ 県職員研修所移転、消防学校単独使用となる

46 年 10 月 ・ 総合研修センター（消防学校、県職員研修所、教育センター）建設のため、

現用地を取得する

48 年 4 月 ・ 教育需要の拡大と市町村との連携を深めるため、市町村からの派遣職員制度

をとる（年間延１人）

昭和

昭和

（令和5年4月1日現在）

4 沿 革

    Ⅰ　 新 潟 県 消 防 学 校 の 概 要

昭和

昭和

昭和

昭和

昭和

(1人) (1人)

（注）

主査 主任

(1人) (4人)

消防学校

会計年度
任期職員

(1人) (1人)

主査 主任 専門員

機 構 と 組 織

(1人)

総務課長

（ 機 構 ）

（ 組 織 ）

教務課長
（教頭兼務）

危機管理監 防災局 消防課

昭和

知事 副知事

校長 教頭

1

2

名 称

所 在 地

3
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49 年 5 月 ・ 総合研修センター・マスタープラン作成

53 年 4 月 ・ 専任校長制となる。また、教頭は空席となる（～昭和63年度）

・ 派遣職員制度1人増で年間延2人となる

56 年 8 月 ・ 消防学校関係施設一部竣工、新潟市水道町の旧校舎から移転した

昭和27年6月第１期消吏員本科から旧校舎における修了生は、18,245人

（校外、要請講習、1日入校は除く）

・ 課制がとられ、教務課と総務課が置かれる

57 年 4 月 ・ 派遣職員制度1人増で年間延3人となる

10 月 ・ 開校30周年記念式典等開催

58 年 3 月 ・ 消防訓練塔（主塔、補助訓練塔）竣工

4 月 ・ 初任科に県下初の女性消防士（所属上越）4人入校する

59 年 3 月 ・ 消防宿泊棟（曽水寮）竣工

61 年 3 月 ・ 校章、校歌を制定する
4 月 ・ 派遣職員制度1人増で延4人となる

63 年 3 月 ・ 消防屋内訓練場竣工

10 月 ・ 消防屋外訓練場竣工

元 年 4 月 ・ 新潟市消防局からの派遣職員を専任教頭とする。派遣教官1人減となる

2 年 12 月 ・ 消防車輌等格納車庫（増設）及び洗濯・乾燥室竣工

4 年 3 月 ・ 消防屋内訓練場から消防宿泊棟（曽水寮）への渡り廊下竣工

5 年 4 月 ・ 初任科を２期制から１期制に変更し、前期一括教育とする（～平成19年度）

6 年 3 月 ・ 放水訓練用施設竣工

10 年 4 月 ・ 派遣教官制度が派遣期間2年間、年度単位の派遣となる（年間3人、～現在）

15 年 1 月 ・ 創立50周年記念式典・記念講演・記念祝賀会開催

16 年 4 月 ・ 消防庁告示の新基準に準拠して教育訓練内容及び学校規則の一部を改正する

18 年 10 月 ・ フィリピン消防士（2名）技術支援研修受け入れ（10月10日～10月31日）

19 年 8 月 ・ 新潟県中越沖地震（平成19年7月16日発生　マグニチュード6．8　震度6強）

の復興支援のため、初任科生の総意で現地柏崎市においてボランティア活動

を行う

20 年 9 月 ・ 初任科生の大量入校対応として初任科2期制を再開した（～現在）

21 年 3 月 ・ 消防訓練塔（主塔）　2面を補修した

4 月 ・ 教頭が教務課長兼務となる（～現在）

平成

平成

平成

平成

昭和

平成

平成

平成

平成

平成

平成

平成

平成

昭和

昭和

昭和

昭和

昭和

昭和

昭和
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23 年 3 月 ・ 東日本大震災（平成23年3月11日発生：マグニチュード9．0）で罹災された

福島県南相馬市民病院等の入院患者を新潟県内の病院に受け入れるため、

トリアージ場所として、消防学校屋内訓練場を提供（3月18日～3月20日）した

・ 東日本大震災で被災地へ派遣された韓国救助隊107名が、引き上げ時の

待機で消防学校グラウンドで野営（3月18日～3月23日）した

23 年 7 月 ・ 東北地区消防救助技術大会が当校で開催される予定であったが、東日本

大震災のため中止となった

24 年 3 月 ・ 平成21年3月に補修した消防訓練塔（主塔）補修工事において、未施工で

あった残り2面を補修した

25 年 3 月 ・ 屋外訓練場に、震災対応訓練施設を整備した

4 月 ・ 救急有資格者の養成の需要に対応するため、従来1期制であった救急科を

2期制に改めた

26 年 6 月 ・ 平成26年度新潟県・新潟市総合防災訓練が、本校を主会場として実施された

8 月 ・ 救急救命士の処置拡大（特定二行為）に伴う追加講習を開始した

（全5回実施）

27 年 7 月 ・ 複雑多様化かつ大規模化する災害活動に対する知識及び能力等を身につける

ため高度救助コースを創設した

・ 消防団員の指揮幹部者を養成するため指揮幹部科を開設した

12 月 ・ 総務省の無償貸与により消防ポンプ車（救助資器材搭載型）1台を配備した

28 年 9 月 ・ 女性消防職員及び女性消防団の増加を目的とした、防災女子力ワークショップ

を開催し、長谷川祐子氏による講演（「米国式リスク管理」）と女性消防吏員

と女性消防団員による公開座談会を実施

29 年 1 月 ・ 平成26年度から実施した救急救命士の処置拡大（特定二行為）に伴う追加講習

を終了した

平成 29 年 4 月 ・ 初任科が第100期を迎えたほか、これまで最多の女性消防士９名が入校した

平成 30 年 1 月 ・ 総務省の無償貸与によりドローン（実機1台、練習機3台）及びオフロードバイ

ク２台を配備した

令和 3 年 6 月 ・ 屋外訓練場に、土砂災害対応訓練施設を整備した

令和 5 年 3 月 ・ 新潟県消防学校における教育訓練及び施設整備等のあり方検討会において報
告書を作成した

平成

平成

平成

平成

平成

平成

平成

平成
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(1)

※管理研修棟は自治研修所と共同で使用しているため、消防学校のみの建築面積は算出できない

(2)

縦 68 m 、 横 63 m

1

建 物

6,192

規　模（㎡） 施 設 数

1,762.23

名　　　称

土砂災害対応訓練施設

屋外訓練場

備　　　　考

震災対応訓練施設 排水フリュームなど配置

70.13

110.53

140.00

75.20

1,218.38

13.83

平屋

3階

4,589.43

有効幅員1

1,123.28

393.19

27.29

110.53

140.00

27.29

73.42

74.32

1,339.99

管理研修棟と屋内訓練場間

屋内訓練場と曽水寮間

舎室24室
宿泊可能人数96人

備     考

最高高さ10.93m

最高高さ30.93m

延面積(㎡)建築面積(㎡)

73.42

74.32

334.10

13.83

25.00

63.74

900.00

※

階   数

2階

2階

地下1階地上8階

平屋（高床式）

平屋（高床式）

平屋

4階

平屋

平屋

危険物貯蔵庫

宿泊棟（曽水寮）

洗濯室・乾燥室

渡り廊下

鉄骨造渡り廊下

鉄筋コンクリート造

鉄筋コンクリート造

軽量鉄骨造

鉄骨造

一般車庫

重量車庫

構     造

鉄筋コンクリート造

鉄骨造

鉄骨鉄筋コンクリート造

鉄骨造

鉄骨造

鉄筋コンクリート造

439.8 1

その他の施設

5

名    称

管理研修棟

屋内訓練場

訓練塔（主塔）

補助訓練塔（副塔）

学校施設の概況
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（3）　配置図及び平面図

（注）　　全施設を「新潟県総合研修センター」と総称する
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演習室
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教
材
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倉
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図書室
機
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消防第１教室第３
演習室

第４
演習室

第５
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トイレ

消防第３教室
教材室

敷地面積　69,625.86㎡　　

消　防　学　校　平　面　図

親和寮 曽水寮 車庫
屋外訓練場

主塔

テニスコート
震災対
応訓練
施設

駐車場

植樹 駐車場 駐車場

自治・消防研修棟 屋内訓練場
副塔

土砂災
害対応
訓練
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厚生棟・食堂へ
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駐車場

アジア大気汚染研究センター 保健環境科学研究所
教育研修棟 文化財

収蔵庫
放射線監視センター

共用厚生棟 情報棟
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曽水寮（消防宿泊棟）平面図

１階平面図

２階平面図

３階平面図

４階平面図
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6　　校訓、校章、校歌

一、心身の練磨

一、創意と工夫

校　　訓

一、責務の自覚

一、規律の保持

一、協調の精神
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区　　分

※網掛けは、令和５年度休止を示す

　　　消防戦術を指揮できること。

　　　部隊を適切かつ効果的に指揮できること。

2　到　達　目　標

消
　
　
　
防
　
　
　
職
　
　
　
員
　
　
　
教
　
　
　
育
　
　
　
訓
　
　
　
練

　1　服務義務を理解し、職務意欲が旺盛で、住民の信頼を得られること。

　2　警防隊員として、基本的な安全管理について理解し、自らの安全を

　　　確保し、災害現場では隊長の下命に基づく基本的な活動ができること。

　3　消防業務全般について概要を理解していること。

　4　住民からの一般的な質問に応答できること。

専
　
　
　
　
　
科
　
　
　
　
　
教
　
　
　
　
　
育

　1　警防行政の現状及び課題を理解していること。

　2　防災関係法令に関する専門的知識及び災害対策に関する最新の知識

　　　を豊富に有していること。

火災調査科

　1　火災調査業務に係る制度を理解し、与えられた権限を正しく執行できること。

　2　原因調査、損害調査及び鑑定等に係る専門的知識を豊富に有しており、

　　　的確な判断能力を備えていること。

　3　文書実務に係る知識を有しており、技能を十分に発揮できること。

　3　危険物施設に対して許認可等の規制を的確に行い、違反を適切に処

　3　違反処理に係る専門的知識を修得し、違反対象物に対して是正を指

　　　導できること。

危険物科

　1　危険物行政の現状及び課題を理解し、与えられた権限を正しく執行で

　　　きること。

　2　危険物化学、指定可燃物及び液化石油ガス等に関して、災害対策上

　　　必要な化学的特性等に係る専門的知識を豊富に有していること。

　　　理できること。

予防査察科
（令和６年度実施予定）

　　　ること。

　2　防火管理、建築規制、危険物規制及び消防用設備等に係る専門的

　　　知識を豊富に有しており、査察要領を修得していること。

　1　査察行政の現状及び課題を理解し、与えられた権限を正しく執行でき

初任科
※２期制

初
任
教
育

令和５年度新潟県消防学校教育訓練実施計画

　　　的知識を豊富に有していること。

　2　特殊かつ異様な災害への対応を含め、災害の態様に応じた的確な

　1　安全、適切かつ効果的な消防活動に必要な特殊物質に関する専門

科　　　名 到　　　達　　　目　　　標

1　基　本　方　針

　4　心身の健康管理に積極的に取り組めること。

警 防 科
（令和６年度実施予定）

特殊災害科
　　　消防活動要領を理解していること。

　3　災害現場において、隊員の安全管理を優先して、適切かつ効果的な

　3　各種災害事象に対する基本的消防戦術を理解し、災害現場において

  教育訓練は、新潟県消防学校規則及び消防庁告示「消防学校の教育訓練の基準」（平成15年11月19日消防庁告示
第3号）に基づき、 消防職員・消防団員に対し社会情勢の変化や技術の発展に的確に対応するために、 住民から期待
される水準を充たす消防に係る知識及び技能の効率的な習得を図り、もって適切公正、安全かつ能率的に業務を遂行
できるよう、その資質を高めることを目的として実施する。
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区　　分

　1　中級幹部としての責任及び立場を正しく理解していること。

　2　中級幹部として消防及び社会全般の動向を理解していること。

　3　迅速かつ的確な意思の決定に基づき、上司を補佐し、部下を指揮監督する

　　　ことにより、組織を管理できること。

　4　事故及び事件の発生時に、迅速かつ的確な初動対応ができること。

　5　災害現場において、現場指揮者として、災害状況全般の把握、的確な

　　　安全管理及び下命を行えること。

※網掛けは、令和５年度休止を示す

　3　救助活動及び救助訓練において自らの安全を確保できること。

上級幹部科
（休止）

科　　　名 到　　　達　　　目　　　標

消
　
　
　
防
　
　
　
職
　
　
　
員
　
　
　
教
　
　
　
育
　
　
　
訓
　
　
　
練

専
　
　
科
　
　
教
　
　
育

救 急 科
※２期制

　1　救急業務及び救急医学に関する基本的な知識を有していること。

　2　応急処置に必要な解剖生理及び各科の疾病状況に関する専門的知識を有

　　　しており、応急処置時における的確な観察及び判断能力を備えていること。

　3　応急処置に必要な専門的技能を十分に発揮できること。

　4　救急用器具及び材料の取扱いに関して精通していること。

救 助 科

　1　厳しい条件の下において救助活動を遂行し得る旺盛な士気及び強健な

　　　身体を有していること。

　2　救助活動に係る最新の知識技術を豊富に有しており、専門的な技能を備え、

　　　これらを活用した応用力を十分に発揮できること。

　　　上級幹部にふさわしい業務管理、人事管理及び危機管理に必要な知見を

　　　備え、かつ、職責遂行に必要な水準の判断力を有し、組織全体を円滑に

　　　管理運営できること。

特
別
教
育

操法審査員研修
　　　新潟県消防大会のポンプ操法競技会において、審査員としての厳正、かつ、

　　　公正な審査能力、知識を有していること。

幹
　
　
部
　
　
教
　
　
育

初級幹部科
（令和６年度実施予定）

　1　初級幹部としての責任及び立場を正しく認識していること。

　2　初級幹部として消防行政の動向を理解していること。

　3　上司を補佐し、部下を指導できること。

　4　事故及び障害の発生時に、迅速な初動対応ができること。

　5　災害現場において、現場指揮者の下命を理解でき、自隊に対する安全管理

　　　と的確な下命を行えること。

中級幹部科

高度救助コース

　１　救助活動に係る最新の知識技術を豊富に有しており、専門的な高度の技能を備え、

　　　これらを活用した応用力を十分に発揮できること。

　２　複雑多様化かつ大規模化する災害活動に対しての知識及び能力を身につけること。

　3　高度救助資機材の取扱いを身につけること。
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区　　分

　1　消防団初級幹部としての職責を自覚し、消防団の運営に必要な規律、
　　　災害活動要領及び安全管理を深く理解していること。
　2　地域住民に対して防災指導を行えること。

　　　技術を有すること並びに自主防災組織等に対して防災指導を行えること。

　　　地域防災の担い手としての任務を自覚し、消防組織の概要及び消防対策

　　　に必要な地域特性を理解していること。

  　　教育主幹としての職責を自覚し、団幹部への教育訓練に関する知識を有し
  　　ていること。

※網掛けは、令和５年度休止を示す

3  　実　施　計　画

消
 
 
 

防
 
 
 

団
 
 
 

員
 
 
 

教
 
 
 

育
 
 
 

訓
 
 
 

練

現場指揮課程

分団指揮課程

　　　誘導及び情報収集・伝達に係る的確な現場指揮及び安全管理の知識及び

  1　分団の指揮者としての職責を自覚し、消防団の管理運営及び活性化に資する
　　  広い知識を有していること。
　2　各種災害発生時における分団の管理運営及び効果的な現場活動の在り方を
　　　深く理解していること。

特
　
別
　
教
　
育

女性消防団員科

教育主幹科

基 礎 教 育 科
※A、B課程

　1　地域防災の担い手としての任務を自覚し、消防組織の概要及び消防対策

　　　に必要な地域特性を理解していること。

　2　災害現場では自らの安全を確保しながら、下命に基づく現場活動を遂行

　2　大規模災害時に現場指揮者として、火災防ぎょ、水災活動、救助救命、避難

科　　　名 到　　　達　　　目　　　標

  1　災害時における現場指揮者としての職責を自覚し、現場指揮及び安全管理の
  　　知識及び技術を有していること。

　　　できること。

　2　災害現場において中核的な活動を遂行できること。

初級幹部科
（令和６年度実施予定）

幹
 

部
 

教
 

育

指
 

揮
 

幹
 

部
 

科

専
科
教
育

警 防 科
　1　火災防ぎょ活動に関する専門的知識及び行動原則並びに各種災害事象に
　　　おける消防団の役割及び活動内容を理解していること。

      別に定める入校案内（消防職員及び消防団員用） のとおりとする。

4　　入校手続及び入校経費

　（1）　教育訓練の実施区分、定員、対象者及び実施期間など

　 　　　別紙、「令和５年度教育訓練実施計画表」のとおりとする。

　（2）　休校日など

　　　（ア）　土曜日 （ただし、消防団教育訓練日を除く。） 及び日曜日（ただし、消防団教育訓練日を除く。）

　　　（イ）　国民の祝日に関する法律に規定する休日

　　　（ウ）　年末年始の休日（令和５年12月29日から令和６年１月３日まで）
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入校

人数

新たに採用した職員、又は消防士の階級

で初任教育未了の者

新たに採用した職員、又は消防士の階級

で初任教育未了の者

２年以上警防業務を担当している年齢

45歳未満の者

化学物質、火薬類、ＮＢＣ災害等の消 6/1(木)

防対策として基本的知識を必要とする者

予防・査察業務を担当している者又は

その予定者

危険物業務を担当している者又はその 6日/8日間 　1/10（水）　 

予定者 1/17（水）   

火災調査業務を担当している者又はそ 10日/12日間 　3/4（月）　 

の予定者

一回 救急隊員任命予定者 10/31(火) 12/21(木)

60 （救急Ⅰ課程を修了した者も含む） 　36日/52日間

救助隊員又はその予定者で、消防士長 10/26(木)

以下の階級にある年齢４５歳未満の者

5/8(月)  5/17(水)

8日/10日間

新潟県消防大会におけるポンプ操法の

審査員予定者

　8日/11日間

基礎 6/3(土) 8/26(土) 9/30(土)

教育 Ａ Ａ Ｂ    Ｂ    

専科 5/19(金)

教育 5/20(土)

原則として新たに班長の階級に任命さ

れた者

 6/16(金)    12/22(金)

 6/17(土)    12/23(土)

 7/28(金)

 7/29(土)

9/30(土)

教育主幹の職にある者又は分団長以上  6/28(水) 

の階級にある者

分団長、副分団長の階級にある者

①28
②21

女性消防団員

教 育 主 幹 科 39

(　1) 基 礎 教 育 科 －
Ａ89
Ｂ82

新任（入団３年未満）の消防団員

(　3) 初 級 幹 部 科 －

(　4)
指 揮 幹 部 科
( 現 場指 揮課 程 )

－
①46
②18

部長又は部長と同等の実務経験を有する
班長の階級にある者

(　6) 女 性 消 防 団 員 科 －

(　7)

4/19(水)

4/21(金)　3日/3日間

(　9) 初 級 幹 部 科

(　2) 警 防 科 － 51 概ね３年以上の実務経験を有する者

25 21
現在、救助隊長・副隊長又はその予定者
で、消防士長以上の階級にある年齢４５
歳未満の者

 7/10(月)   7/20(木)

休　　止

－
消防士長又は消防司令補の階級にある
年齢４５歳未満の者

－ 83

9/27(水)

21日/30日間

幹
部
教
育

( 10) 中 級 幹 部 科 － 29 消防司令補又は消防司令の階級にある者

特
別
教
育

( 12) 操 法 審 査 員 研 修 32 30

上 級 幹 部 科 － 消防司令長以上の階級にある者

幹
部
教
育

教育 初 任 科 後 期 － 26
   9/25(月)

(　3) 特 殊 災 害 科 － 29

専
　
　
科
　
　
教
　
　
育

(　2)

(　5) 危 険 物 科

(　4) 予 防 査 察 科 －

(　8) 救 助 科 42

2/27(火)102日/156日間

( 13) 高 度 救 助 コ ー ス

( 11)

107日/156日間 9/12(火)
71

4/10(月)

1/22(月)  3/13(水)

   36日/52日間

33

(　7) 救 急 科

1
3

令 和 ５ 年 度 教 育 訓 練 実 施 計 画 表

教　育　訓　練　区　分 定員 教　育　訓　練　対　象　者
実　　　　施　　　　期　　　　間

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ３月９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月

消
　
　
　
防
　
　
　
職
　
　
　
員

初任

(　1)

初 任 科 前 期 －

令和５年度休止（６年度実施予定）

5/23(火)

8日/10日間

令和５年度休止（６年度実施予定）

3/15（金）  

令和５年度休止（６年度実施予定）

消
　
防
　
団
　
員

令和５年度休止（６年度実施予定）

特
別
教
育

6/3(土)

11/11(土)

警 防 科 －

(　6) 火 災 調 査 科 － 29

－ 26

前45
後26

(　5)
指 揮 幹 部 科
( 分 団指 揮課 程 )



1　　教育訓練実施状況の概要

　消防職員及び消防団員の教育訓練を新潟県消防学校規則及び消防庁等が示したカリキュラムに
準拠した時間数及び内容により実施した。
  実績は下表のとおりである。

［第1表］

区　分 期　別 実 施 期 日 実施日数 時 間 数 修了人員 教 育 量

前  期 第110期
R4.4.11

～ R4.9.13 106 787 67 7,102

後  期 第111期
 R4.9.21
～ R5.2.21 101 755 32 3,232

第51期
 R4.5.25
～ R4.6.8 11 77 32 352

第９期
 R5.3.6

～ R5.3.17 10 70 30 300

第42期
 R5.1.11
～ R5.1.18 6 43 26 156

第38期
 R4.11.1

～ R4.12.22 36 250 41 1,476

第39期
 R5.1.24
～ R5.3.15 36 250 20 720

第44期
 R4.9.27

～ R4.10.26 21 147 31 651

第68期
 R4.5.9

～ R4.5.19 9 63 30 270

―
R4.4.20

～ R4.4.22 3 18 31 93

第８回
R4.7.11

～ R4.7.21 8 52 23 184

347 2,512 363 14,536

- （第6表による） 6 42
(受講人数99)

 36 216

専科教育 第40期
R4.5.20

～ R4.5.21 2 12 36 36

第127回
R4.6.24

～ R4.6.25 2 12.5 26 26

現場指揮課程 - (第7表による) 4 24 45 45

分団指揮課程 - (第7表による) 2 18 70 70

- (第8表による) 2 12 32 32

18 120.5 233 425

- (第9表による) 14 44.5 1,534 1,534

379 2,677 2,130 16,495

教 育 主 幹 科 休止

初 級 幹 部 科

女性消防団員科

指揮幹部科

消 防 団 員 計

休止

校 外 講 習

消
防
団
員
に
対
す
る
教
育

基 礎 教 育 科

幹部教育

指 導 者 研 修 科

特別教育
操法審査員研修

幹部教育

救 助 科

高度救助コース

合 計

消 防 職 員 計

特別教育

警 防 科

警 防 科

予 防 査 察 科

火 災 調 査 科

中 級 幹 部 科

Ⅲ　　令和４年度 教育訓練実施状況

教　育　課　程

消
防
職
員
に
対
す
る
教
育

初任教育 初任科

令和４年度 教育訓練実績総括表

初 級 幹 部 科

上 級 幹 部 科

特 殊 災 害 科

救 急 科

専科教育

休止（R5年度実施予定）

休止（R5年度実施予定）

休止（R5年度実施予定）

休止

危 険 物 科
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2　　消防職員に対する教育

（1）　初任教育

 ［第2表］

○実施科目、時間数、担当区分

　　ア　　第　１１０　期　初　任　科　（　前　期　）

項　　目

教　科　目　別 学　校 県 外　部 消防職員

 倫理 1 1

 公務員倫理 2 2

　小　　計 3 3

 法律の基礎知識 2 2

 憲法・民法 2 2

 行政法 4 4

 刑法・刑事訴訟法 2 2

 効果測定 1 1

　小　　計 11 1 10

 消防法 9 9

 効果測定 1 1

　小　　計 10 10

 地方自治制度 2 2

 自治体消防制度・消防の組織 5 5

 効果測定 1 1

　小　　計 8 6 2

 地方公務員制度 2 2

 消防実務 2 2

 処遇 2 2

 公務災害補償制度 1 1

 文書実務 2 2

 情報公開制度と個人情報保護 2 2

 接遇 3 3

 交通安全講話 2 2

 人権啓発 2 2

 消防英語 3 3

 ハラスメント 3 3

 効果測定 1 1

　小　　計 25 5 14 6

　新たに採用した職員、又は消防士の階級で初任教育未了の者を対象に、消防職員として必要な 基礎的
知識及び技術の習得を目的に、約5カ月の教育訓練期間で、前期と後期の２回実施した。
　実施状況は下表のとおりである。

服　務　と　勤　務

担　　当　　区　　分

消　　防　　法

消防組織制度

時　間　数

倫          理

法  学  基　礎 
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項　　目

教　科　目　別 学　校 県 外　部 消防職員

 物理・科学・燃焼と消火 8 8

 電気 3 3

 効果測定 1 1

　小　　計 12 9 3

 防火管理制度 12 12

 消防広報 5 5

 自主防災 2 2

 効果測定 1 1

　小　　計 20 20

10 10

 効果測定 1 1

　小　　計 11 11

 消防用設備 15 15

 効果測定 1 1

　小　　計 16 16

 査察 27 27

 効果測定 1 1

　小　　計 28 28

 建築 6 6

 効果測定 1 1

　小　　計 7 1 6

 安全管理 11 11

 消防活動訓練（概論） 3 3

 消防防災航空隊合同訓練 6 6

 メンタルヘルス 2 2

 効果測定 1 1

　小　　計 23 21 2

 高圧ガス 2 2

 放射性物質 2 2

 毒劇物 2 2

 火薬類 2 2

 テロ 1 1

 効果測定 1 1

　小　　計 10 1 9

 火災防ぎょ 27 27

 効果測定 1 1

　小　　計 28 28

 火災調査 17 10 7

 効果測定 1 1

　小　　計 18 11 7

消　防　用　設　備

査　        察

建　　　　　築

安　全　管　理　

時　間　数

予　防　広　報

危　　険　　物

担　　当　　区　　分

火　災　調　査

理　　化　　学

 危険物

特殊災害と保安

火　災　防　ぎ　ょ
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項　　目

教　科　目　別 学　校 県 外　部 消防職員

 災害対策基本法 2 2

 気象の基礎知識、気象と災害 3 3

 台風・洪水、土砂災害 3 3

 水災防ぎょ 2 2

 地震対策 2 2

地震・津波・火山 3 3

 効果測定 1 1

　小　　計 16 1 6 9

 概要・人体知識・法令 9 9

 救急応急処置訓練 8 8

 応急手当指導員講習 25 25

 効果測定 1 1

　小　　計 43 18 25

 消防機械・ポンプ 9 9

 消防通信 2 2

 効果測定 1 1

　小　　計 12 12

 訓練礼式（朝礼時を含む） 55 55

　小　　計 55 55

 放水基礎行動訓練 12 12

 ポンプ操法 24 24

 ポンプ操法大会 7 7

 消防ポンプ車取扱訓練 7 3 4

 放水訓練 36 36

　小　　計 86 15 71

 救助の基礎知識 4 4

 救助基礎訓練 3 3

 結索（基本・応用） 20 20

24 24

 水難救助訓練 7 7

 効果測定 4 4

　小　　計 62 11 7 44

 機器取扱基礎訓練 4 4

 機器取扱訓練 44 8 36

　小　　計 48 12 36

32 4 28

 危険物火災消火訓練 7 7

16 16

 総合実科査閲事前訓練 19 11 8

 効果測定　 4 4

　小　　計 78 15 7 56

消防活動応用訓練

 応急梯子救助訓練・三連梯子
 完全装備訓練・検索救助訓練

 建物火災想定訓練

担　　当　　区　　分

防　　　　災

機 器 取 扱 訓 練

時　間　数

消防機械・ポンプ

訓　練　礼　式

消防活動訓練

救　助　訓　練

救　　　　急

 渡過・登はん・確保・降下訓練
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項　　目

教　科　目　別 学　校 県 外　部 消防職員

 １，５００ｍ走 3 3

 強歩訓練 7 7

 スポーツ栄養・トレーニング実技 8 8

 体育理論及び実技 6 6

 持久走（２時間走） 4 4

 体育大会 7 7

　小　　計 35 21 14

 社会教育（高齢者対策） 2 2

 校歌（発声） 1 1

 油水質汚濁対策 1 1

 手話講習 3 3

 第三級陸上特殊無線技士講習会 9 9

11 7 4

7 7

 視察研修 14 14

　小　　計 48 28 4 16

13 13

 総合実科査閲 3 3

 体力測定 6 6

 個人面談 6 6

 所属別面談 1 1

 資器材整備・環境整備 3 3

 引継等 27 27

 生活指導等 15 15

　小　　計 74 71 3

合 計 787 430 41 74 242

時　間　数

行 事 そ の 他 

担　　当　　区　　分

体　　　　育

 入校式・卒業式・辞令交付等

 危険物取扱者試験（事前対策含む）

選択研修

 フルハーネス特別講習
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○実施科目、時間数、担当区分

　　イ　　第  １１１　期 初　任　科　（　後　期　）

項　　目

教　科　目　別 学　校 県 外　部 消防職員

 倫理 1 1

 公務員倫理 2 2

　小　　計 3 3

 法律の基礎知識 2 2

 行政法 4 4

 憲法・民法 2 2

 刑法・刑事訴訟法 2 2

 効果測定 1 1

　小　　計 11 1 10

 消防法 9 9

 効果測定 1 1

　小　　計 10 10

 自治体消防制度　 5 5

 地方自治制度 2 2

 効果測定 1 1

　小　　計 8 6 2

 地方公務員制度 2 2

 消防実務 2 2

 処遇 2 2

 公務災害補償制度 1 1

 文書実務 2 2

 情報公開制度と個人情報保護 2 2

 接遇 3 3

 人権啓発 2 2

 消防英語 3 3

 ハラスメント 3 3

 交通安全講話 2 2

 効果測定 1 1

　小　　計 25 5 12 8

担　　当　　区　　分

消　　防　　法

消 防 組 織 制 度

服　務　と　勤　務

時　間　数

倫          理

法　学　基　礎 
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項　　目

教　科　目　別 学　校 県 外　部 消防職員

 物理・科学・燃焼と消火 8 8

 電気 3 3

 効果測定 1 1

　小　　計 12 9 3

 防火管理制度 16 16

 消防広報 2 2

 自主防災 2 2

 効果測定 1 1

　小　　計 21 21

 危険物 10 10

 効果測定 1 1

　小　　計 11 11

 消防用設備 14 14

 効果測定 1 1

　小　　計 15 15

 査察 22 22

 効果測定 1 1

　小　　計 23 23

 建築 6 6

 効果測定 1 1

　小　　計 7 1 6

 安全管理 9 9

 消防活動訓練（概論） 3 3

 消防防災航空隊合同訓練 3 3

 メンタルヘルス 2 2

 効果測定 1 1

　小　　計 18 13 3 2

 高圧ガス 2 2

 放射性物質 2 2

 毒劇物 2 2

 火薬類 2 2

 テロ 1 1

 効果測定 1 1

　小　　計 10 1 9

 火災防ぎょ 27 27

 効果測定 1 1

　小　　計 28 28

 火災調査 17 10 7

 効果測定 1 1

　小　　計 18 11 7

予　防　広　報

危　　険　　物

担　　当　　区　　分

火　災　調　査

理　　化　　学

特殊災害と保安

火　災　防　ぎ　ょ

消　防　用　設　備

査　        察

建　　　　　築

安　全　管　理

時　間　数
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項　　目
教　科　目　別 学　校 県 外　部 消防職員

 災害対策基本法 2 2

 気象の基礎知識、気象と災害 3 3

 台風・洪水、土砂災害 3 3

 水災防ぎょ 2 2

 地震対策　 2 2

 地震・津波・火山 3 3

 効果測定 1 1

　小　　計 16 1 6 9

 概要・人体知識・法令 9 9

 救急応急処置訓練 8 8

 応急手当指導員講習 25 25

 効果測定 1 1

　小　　計 43 18 25

 消防機械・ポンプ 9 9

 消防通信 2 2

 効果測定 1 1

　小　　計 12 12

 訓練礼式（朝礼後を含む） 66 66

　小　　計 66 66

 放水基礎行動訓練 12 12

 ポンプ操法 24 24

 ポンプ操法大会 4 4

 消防ポンプ車取扱訓練 4 4

 注水・放水要領 4 4

 放水訓練 28 28

　小　　計 76 12 64

 救助の基礎知識 4 4

 救助基礎訓練・設定要領 4 4

 結索（基本・応用） 20 20

24 24

 水難救助訓練 7 7

 効果測定 4 4

　小　　計 63 12 7 44

 機器取扱基礎訓練 4 4

 機器取扱訓練 40 8 32

　小　　計 44 12 32

救　　　　急

担　　当　　区　　分

防　　　　災

機 器 取 扱 訓 練

時　間　数

消防機械・ポンプ

訓　練　礼　式

消防活動訓練

 渡過・登はん・確保・降下訓練救　助　訓　練
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項　　目
教　科　目　別 学　校 県 外　部 消防職員

31 3 28

 危険物火災消火訓練 3 3

24 4 20

 総合実科査閲事前訓練 19 11 8

 効果測定　 4 4

　小計 81 18 3 60

 １，５００ｍ走 3 3

 強歩訓練 7 7

 スポーツ栄養・トレーニング実技 11 11

 体育理論及び実技 6 6

 持久走（２時間走） 4 4

 体育大会 4 4

　小計 35 18 17

 社会教育（高齢者対策） 2 2

 校歌（発声） 1 1

 油水質汚濁対策 1 1

 手話講習 3 3

 第三級陸上特殊無線技士講習会 9 9

5 5

 視察研修 14 14

 フルハーネス特別講習 7 7

　小計 42 26 4 12

15 15

 総合実科査閲 3 3

 体力測定 3 3

 個人面談 4 4

 所属別面談 1 1

 資器材整備・環境整備 7 7

 引継等 18 18

 生活指導等 6 6

　小計 57 54 3

合 計 755 407 42 71 235

消防活動応用訓練

体　        育

 応急梯子救助訓練・三連梯子
 完全装備訓練・検索救助訓練

 建物火災想定訓練

 危険物取扱者試験対策

 入校式・卒業式・辞令交付等

時　間　数

行 事 そ の 他

選 択 研 修

担　　当　　区　　分
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（2）　専科教育

　　専科教育では、警防科、予防査察科、危険物科、救急科、救助科を実施した。

  　警防科と特殊災害科は令和２年度から隔年開催（平成25年度から令和元年度までは統合）としてる。

　　危険物科は平成２８年度から２回／３年実施している。

　　救急科、救助科は毎年実施している。なお、救急科は平成２５年度から２期制を実施した。

 ［第3表］

○各科課程別の実施科目、時間数、担当区分

　　ア　　第　５１　期　警　防　科

項　　目

教　科　目　別　 学　校 県 外　部 消防職員

 講話 1 1

　小　　計 1 1

7 7

3 3

3 3

4 4

　小　　計 17 4 13

 国民保護に係る消防の役割 2 2

2 2

　小　　計 4 4

 火災現場における安全管理 2 2

3 3

2 2

　小　　計 7 2 5

 火災現場指揮 7 7

　小　　計 7 7

4 4

6 6

7 7

4 4

10 3 7

　小　　計 31 3 4 24

 事例研究 4 4

　小　　計 4 4

 効果測定 1 1

　小　　計 1 1

 入校式・修了式 2 2

 資器材整備 2 2

1 1

　小　　計 5 5

合 計 77 14 6 8 49

 危険物災害対策
警防対策

 危険物火災消火訓練

 火災想定企画訓練

行事その他
 日課

効果測定

事例研究

担　　当　　区　　分

消防戦術と
安全管理

 現場指揮及び広報要領

実技訓練

図上訓練

時　間　数

 近年の災害と対策について

 消防活動対応訓練

 警防行政の現状と課題

講　　　話

 先着隊の初動活動

防災  水防法の概要

 各種災害活動連携

 火災防ぎょ（消防戦術・災害事例・
 危険物等火災）

 局面指揮
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　　イ　　第　９　期　予　防　査　察　科

項　　目 

教　科　目　別　 学　校 県 外　部 消防職員

 公務員倫理と消防職員の倫理 1 1

　小　　計 1 1

2 2

　小　　計 2 2

3 3

　小　　計 3 3

2 2

 防火対象物の用途別の危険性 4 4

4 4

2 2

4 4

3 3

 消防用設備・避難器具 4 4

　小　　計 23 11 12

3 3

3 3

　小　　計 6 6

6 6

3 3

 査察業務マネジメント 3 3

3 3

　小　　計 15 3 3 9

9 2 7

　小　　計 9 2 7

 事例研究 6 3 3

　小　　計 6 3 3

 効果測定 2 2

　小　　計 2 2

3 3

　小　　計 3 3

合 計 70 11 3 16 40

査　　　察

 建築物の構造規制と査察着眼点

 防火制度

危険物規制

 製造所等の位置・構造、設備及び
 貯蔵・取扱い

 製造所等の保安管理、危険物施設
 毎の査察着眼点

違反処理

 違反処理の概要、違反処理の手続き、
 違反処理要領、査察計画

 放失火捜査と判例

効 果 測 定

行事その他
 入校式・修了式等

事 例 研 究

時　間　数
担　　当　　区　　分

講　　　　話

予防査察行政の
現状と課題

 予防査察行政の現状と課題

 消防同意制度、防火に関する建築規
 制、消防同意の要領と留意事項

 火気使用設備・器具、電気設備の査察
 着眼点、少量危険物施設・指定可燃施
 設の査察着眼点、火気規制

 防火管理制度の概要と査察着眼点

 消防用設備等の構造機能と査察着眼点

査察・違反
処理実習

 査察・違反処理実習

 危険物取扱者、消防設備士に対する
 行政処置

消防同意
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　　ウ　　第　４２　期　危　険　物　科

項　　目 

教　科　目　別　 学　校 県 外　部 消防職員

 公務員倫理と消防職員の倫理 1 1

　小　　計 1 1

3 3

　小　　計 3 3

3 3

　小　　計 3 3

3 3

2 2

2 2

4 4

3 3

　小　　計 14 7 7

3 3

　小　　計 3 3

1 1

2 2

　小　　計 3 1 2

3 3

　小　　計 3 3

3 3

　小　　計 3 3

 事例研究 5 2 3

　小　　計 5 2 3

 効果測定 1 1

　小　　計 1 1

3 3

　小　　計 3 3

合 計 42 7 1 7 27

事 例 研 究

時　間　数
担　　当　　区　　分

講　　　　話

危険物行政の
現 状 と 課 題

 危険物行政対策

 危険物施設の保守管理と保安制度

 ＳＳ施設関係法規

 視察研修

許認可事務
 許認可の手続き・書類の審査・
 設備図書の見方

危険物化学
 第１類から第６類の危険物の概要、指定
 可燃物・消防活動阻害物質の貯蔵・取扱い

危険物規制

 貯蔵・取扱い・運搬・移送の基準

 規制の概要、危険物施設の設置・変更

危険物施設の
位置・構造・設備

の基準規制

 危険物施設毎の基準

違反処理

 免状返納命令

 危険物施設に対する措置命令

効 果 測 定

行事その他
 入校式・修了式等

危険物施設
の査察

 危険物施設の査察の進め方等
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　　エ　　第　３８　期　救　急　科　（　前　期　）

項　　目 

教　科　目　別　 学　校 県 外　部 消防職員

 救急実務 2 2

 生命と医の倫理 2 2

 解剖生理（総論・人体の構造） 2 2

 解剖生理（筋・骨格・皮膚系） 2 2

 解剖生理（血液・免疫系） 1 1

 解剖生理（呼吸器系） 3 3

 解剖生理（循環器系） 3 3

 解剖生理（内分泌系） 2 2

 解剖生理（泌尿器系・生殖器系） 2 2

 解剖生理（神経・感覚器系） 3 3

 解剖生理（消化系） 2 2

 救急看護 2 2

 救急講話 1 1

 救急救命士の職業倫理 3 3

 法医学 3 3

 社会保障・社会福祉 2 2

 現場保存 2 2

 ハラスメント対策 2 2

 ﾒﾝﾀﾙﾀﾌﾈｽ･PIITﾄﾚｰﾆﾝｸﾞ 4 4

 救急活動時のコミュニケーション 3 3

 航空救助と救急 1 1

 緊急運行 2 2

　小　　計 49 3 17 29

 処置総論 2 2

 プレホスピタル外傷学 2 2

 外傷総論 3 3

 心電図 8 8

 内分泌 3 3

 観察と判断 6 3 3

 薬物と検査 2 2

 感染対策 2 2

 病理学 2 2

 在宅医療 2 2

 公衆衛生 2 2

 救急・災害医療 3 3

 ＮＢＣ災害時の医療との連携 2 2

 救急医療体制 1 1

 MC体制について 2 2

 災害と多数傷病者対応 2 2

 受け入れ実施基準 1 1

　小　　計 45 2 34 9

救急業務及び
救急医学の基礎

応急処置の総論

担　　当　　区　　分
時　間　数
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項　　目 

教　科　目　別　 学　校 県 外　部 消防職員

 熱傷・電撃症・溺水 3 3

 出血と止血（ターニケット取扱含む） 3 3

 心臓・血管 2 2

 呼吸器疾患・感染症免疫不全 2 2

 処置各論 4 4

 心肺停止 3 3

 頸椎（頸髄）損傷 3 3

 ショック・循環不全 4 4

 脳疾患 3 3

 胸部外傷 3 3

 四肢・骨盤（骨折）損傷 3 3

 消化器疾患（肝胆膵） 1 1

 消化器疾患（上部消化管） 1 1

 消化器疾患（下部消化管） 1 1

 泌尿器科処置 2 2

 急性腹症 3 3

 腹部外傷 3 3

 意識障害・神経系疾患 3 3

 異物 1 1

 高齢者・妊婦・小児の外傷 3 3

 中毒 3 3

　小　　計 54 49 5

 産科・周産期 3 3

 放射線とその障害 2 2

 小児 3 3

 皮膚軟部組織損傷 2 2

 高齢者 3 3

 減圧症 2 2

 眼科疾患・眼外傷・顔面外傷 1 1

 精神障害 3 3

　小　　計 19 2 17

 講話 1 1

 効果測定 4 4

 病院実習 4 4

3 3

 ドクターヘリ研修 4 4

 救急資器材取扱訓練 16 16

 CPR搬送訓練 15 15

 トリアージ訓練 4 4

 プレホスピタル外傷処置訓練 7 7

 救急想定訓練 18 18

 意識障害・脳卒中病院前救護訓練 4 4

 式典（入校式・修了式）など 3 3

　小　　計 83 8 11 64

合 計 250 8 7 128 107

特殊病態別
応急処置

実習及び行事

担　　当　　区　　分
時　間　数

 NBC災害時における解毒剤
 自動注射器教育訓練

病態別応急処置
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　　オ　　第　３９　期　救　急　科　（　後　期　）

項　　目 

教　科　目　別　 学　校 県 外　部 消防職員

 救急実務 2 2

 生命と医の倫理 2 2

 解剖生理（総論・人体の構造） 2 2

 解剖生理（筋・骨格・皮膚系） 2 2

 解剖生理（血液・免疫） 1 1

 解剖生理（呼吸器系） 3 3

 解剖生理（循環器系） 3 3

 解剖生理（内分泌系） 2 2

 解剖生理（泌尿器・生殖器系） 2 2

 解剖生理（神経系） 3 3

 解剖生理（消化系） 2 2

 救急看護 2 2

 救急講話 1 1

 救急救命士の職業倫理 3 3

 法医学 3 3

 社会保障・社会福祉 2 2

 現場保存 2 2

 ハラスメント対策 2 2

 ﾒﾝﾀﾙﾀﾌﾈｽ･PIITﾄﾚｰﾆﾝｸﾞ 4 4

 救急活動時のコミュニケーション 3 3

 航空救助と救急 1 1

 緊急運行 2 2

　小　　計 49 3 21 25

 処置総論 2 2

 プレホスピタル外傷学 2 2

 外傷総論 3 3

 心電図 8 8

 内分泌 3 3

 観察と判断 6 3 3

 薬物と検査 2 2

 感染対策 2 2

 病理学 2 2

 在宅医療 2 2

 公衆衛生 2 2

 救急・災害医療 3 3

 ＮＢＣ災害時の医療との連携 2 2

 救急医療体制 1 1

 MC体制について 2 2

 災害と多数傷病者対応 2 2

 受け入れ実施基準 1 1

　小　　計 45 2 34 9

救急業務及び
救急医学の基礎

応急処置の総論

担　　当　　区　　分
時　間　数
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項　　目 時　間　数

教　科　目　別　 学　校 県 外　部 消防職員

 熱傷・電撃症・溺水 3 3

 出血と止血（ターニケット取扱含む） 3 3

 心臓・血管 2 2

 呼吸器疾患・感染症免疫不全 2 2

 処置各論 4 4

 心肺停止 3 3

 頸椎（頸髄）損傷 3 3

 ショック・循環不全 2 2

 脳疾患 3 3

 胸部外傷 3 3

 四肢・骨盤（骨折）損傷 3 3

 消化器疾患（肝胆膵） 1 1

 消化器疾患（上部消化管） 1 1

 消化器疾患（下部消化管） 1 1

 泌尿器科処置 2 2

 急性腹症 3 3

 腹部外傷 3 3

 意識障害・神経系疾患 3 3

 異物 1 1

 高齢者・妊婦・小児の外傷 3 3

 中毒 3 3

　小　　計 52 47 5

 産科・周産期 3 3

 放射線とその障害 2 2

 小児 3 3

 高齢者 3 3

 皮膚軟部組織損傷 2 2

 減圧症 2 2

 眼科疾患・眼外傷・顔面外傷 1 1

 精神障害 3 3

　小　　計 19 2 17

 講話 1 1

 効果測定 4 4

 病院実習 4 4

4 4

 ドクターヘリ研修 4 4

 救急資器材取扱訓練 16 16

 CPR搬送訓練 15 15

 トリアージ訓練 4 4

 プレホスピタル外傷処置訓練 7 7

 救急想定訓練 18 18

 意識障害・脳卒中病院前救護訓練 4 4

 式典（入校式・修了式）など 4 4

　小　　計 85 9 12 64

合 計 250 9 7 131 103

実習及び行事

担　　当　　区　　分

病態別応急処置

特殊病態別
応急処置

 NBC災害時における解毒剤
 自動注射器教育訓練
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　　カ　　第　４４　期　救　助　科

項　　目 

教　科　目　別　 学　校 県 外　部 消防職員

 講話 1 1

　小　　計 1 1

3 3

 火災救助対策 2 2

3 3

 航空救助について 3 3

3 3

1.5 1.5

1.5 1.5

4 4

　小　　計 21 3 3 13 2

 災害救助対策 2 2

 車両交通救助対策 4 4

 電車事故対策 4 4

 安全管理② 3 3

 土砂災害対応訓練 4 4

 海難救助対策 3 3

3 3

　小　　計 23 6 7 10

 外傷処置 3 3

 救急対策 4 4

　小　　計 7 3 4

10 10
 かぎ付梯子・ワイヤー梯子取扱訓練 4 4

3 3

4 4

　小　　計 21 4 17

4 4

10 10

7 7

7 7

7 7

　小　　計 35 4 31

7 7

7 7

4 4

7 7

　小　　計 25 25

 体育理論 3 3

　小　　計 3 3

 関係法令・救助行政等 1 1

 救助操法技能確認 3 3

　小　　計 4 1 3

 入校式・修了式 2 2

 資器材整備 2 2

3 3

　小　　計 7 7

合 計 147 22 7 26 92

総合訓練

 車両交通救助対策

健康管理

 切断/破壊用救助器具の性能及び取扱技術

 航空救助

 総合想定訓練

 梯子水平救助（一）／梯子
 水平救助（二）

救助訓練

 教育指導想定訓練

 救助想定訓練

災害救助対策

担　　当　　区　　分
時　間　数

 日課

効果測定

行事その他

 事例研究

救　　　急

 応急梯子救助／かかえ救助／
 宙吊り救助

 放水器具の性能及び放水技術

 安全管理①

 急流救助対策

 水難救助対策

 安全管理③

 一箇所吊り担架水平救助／
 梯子クレーン救助

 カールマントル構造ロープによる救助対策

 熱画像直視装置講習

講　　　話

安全管理

 斜めブリッジ救助／立て杭救助

 科学テロにおける神経剤解毒剤
 自動注射器の使用に関する講習

救助器具取扱訓練
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（3）　幹部教育

　　消防職員として中間監督者の地位にある者に対し、幹部として必要な知識・技能を習得させることに

 より、幹部の資質の向上を図る目的で初級幹部科を実施した。

 ［第4表］

○各科課程別の実施科目、時間数、担当区分

　　ア　　第　６８　期　初　級　幹　部　科

項　　目

教　科　目　別　 学　校 県 外　部 消防職員

1 1

2 2

2 2

　小　　計 5 1 2 0 2

1 1

　小　　計 1 1 0 0 0

3 3

3 3

3 3

1 1

　小　　計 10 0 1 0 9

2 2

　小　　計 2 0 2 0 0

2 2

2 2

4 4

2 2

2 2

　小　　計 12 0 2 8 2

2 2

2 2

2 2

1 1

　小　　計 7 0 1 0 6

3 3

2 2

2 2

7 7

　小　　計 14 0 0 0 14

9 9

　小　　計 9 9 0 0 0

3 3

　小　　計 3 3 0 0 0

合 計 63 14 8 8 33

その他
 入校式・修了式等

 事故防止指導及び事故発生時の初動対応

 災害現場における事故発生時の措置要領

 公務災害

事 例 研 究
 事例研究討議、発表

現 場 指 揮

 現場指揮者の心構えと任務

 火災防ぎょ指揮要領等

 消防応援と受援体制

 災害総合シミュレーション

安 全 管 理

 組織における安全管理体制

消　防　財　政
 消防財政の現状と課題

人事業務管理

 組織と監督

 教育技法

 高齢者対策とそれに係る部下の統制

 メンタルヘルスと惨事ストレス

 健康管理指導等

訓 練 礼 式
 通常点検、中隊点検要領

消 防 時 事

 予防行政の現状と課題

 警防行政の現状と課題

 救急行政の現状と課題

 国民保護、消防の役割

時　間　数
担　　当　　区　　分

講         話

 公務員倫理と消防職員の倫理

 初級幹部としての職責と心構え

 交通安全講話
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（4）　特別教育

 ［第5表］

○実施科目、時間数、担当区分

　　ア　　操　法　審　査　員　研　修

項　　目 

教　科　目　別　 学　校 県 外　部 消防職員

 消防大会審査等の概要 1 1

 審査要領の実習検討 11 11

 審査要領検討討議　 4 4

 入校式、修了式 2 2

合 計 18 18

　　イ　　第　８　回　高　度　救　助　コ　ー　ス

項　　目

教　科　目　別　 学　校 県 外　部 消防職員

1 1

2 2

3 3

　小　　計 6 1 5

3 3

30 3 27

　小　　計 33 6 27

7 7

　小　　計 7 7

2 2

2 2

2 2

　小　　計 6 6

合 計 52 7 18 27

時　間　数
担　　当　　区　　分

 講話

 科学テロにおける神経剤解毒剤自動
 注射器の使用に関する講習

　消防職員を対象に、ポンプ操法競技審査に必要な知識・技能の習得を図る目的で操法審査員研修を実
施した。また、複雑多様化かつ大規模化する災害活動に対する知識及び能力等を身につけるため高度救
助コースを実施した。

行事その他

 入校式・修了式

 資器材整備

 日課

消防運用

 大規模災害時における医療との連携

 震災対策

演　　　習
 震災想定訓練

時　間　数
担　　当　　区　　分

審査要領

行事その他

 救助行政

消防法制
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3　　消防団員に対する教育

（1）　基礎教育

　　主として新任団員（概ね３年以内）を対象に、消防団員として必要な基礎的知識及び技能を習得させ

　る目的で実施した。

　　実施状況は下表のとおりである。

［第6表］

実施期間 実施日数 時間数 受講済人員 教育量

R4.6.18 1 7 20 20

R4.7.23 1 7 22 22

R4.8.20 1 7 16 16

R4.10.1 1 7 11 11

R4.11.12 1 7 16 16

R4.12.10 1 7 14 14

6 42 99 99

○基礎教育科の実施科目、時間数、担当区分

項　　目
教　科　目　別　 学　校 県 外　部 消防職員

1 1

1 1

1 1

1 1

2 2

2 2

1 1

2 2

1 1

Ａ、Ｂ 2 2

14 14

（注）　時間数は全実施期日の合計時間である

○基礎教育科修了者数　　　　　　　　　３６人

※修了者とは、消防学校にて実施のＡ課程及びＢ課程、各消防団にて実施の「講話」・「訓練礼式」・

　「組織制度」・「ポンプ操法」教育全てを受講した消防団員を指している。

（2）　専科教育

　　警防分野の担当者を対象に警防科を設定し、その業務に必要な専門的知識を習得させる目的で実

　施している。

　　実施状況は下表のとおりである。

［第7表］

○警防科の実施科目、時間数、担当区分

項　　目
教　科　目　別　 学　校 県 外　部 消防職員

1 1

1 1

3 3

1 1

1 1

1 1

1 1

2 2

1 1

12 11 1

担　　当　　区　　分

防災（災害対策）

救急法（心肺蘇生法）

訓練礼式

安全管理

救急法（搬送法）

基 礎 教 育 科 実 施 状 況

時　間　数
担　　当　　区　　分

行 事 そ の 他

計

時　間　数

課　　程　　名

Ｂ課程（第３回）

行事その他

計

火 災 防 ぎ ょ

安 全 管 理

災 害 対 策

講 話

火 災 防 ぎ ょ 訓 練

防災（現場活動要領）

訓 練 礼 式

事 例 研 究

Ａ課程（第１回）

Ａ課程（第２回）

Ｂ課程（第１回）

Ａ課程（第３回）

火災防ぎょ

緊急自動車運行管理

救助法（ロープ基本結策）

防災（現場活動要領）

Ｂ課程（第２回）

計

Ｂ課程

Ａ課程
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（3）　幹部教育

　　新任初級幹部を対象に、消防団の管理運営と活性化に係る広い知識を習得させる目的で実施

　しているが、令和３年度は新型コロナウイルス感染症の拡大防止のため現場指揮課程を中止とした。

　　実施状況は下表のとおりである。

［第7表］

ア　初級幹部科の実施科目、時間数、担当区分等

項　　目
教　科　目　別　 学　校 県 外　部 消防職員

1 1

1 1

3 3

2 2

2 2

1 1

3 3

1 1

14 14 0 0

イ　　指 揮 幹 部 科 （ 現 場 指 揮 課 程 ）

実施期間 実施日数 時間数 修了人員 教育量

R4 .6.10
～ R4.6.11

2 12 40 40

R4 .12.23
～ R4.12.24

2 12 5 40

4 24 45 80

○　指揮幹部科（現場指揮課程）の実施科目、時間数、担当区分等

項　　目
教　科　目　別　 学　校 県 外　部 消防職員

2 2

1 1

3 3

3 3

2 2

1 1

12 10 2

行 事 そ の 他

時　間　数
担　　当　　区　　分

避 難 誘 導

安全管理・現場指導

水 災 活 動

救 助 ・ 救 命

計

34

講 話

訓 練 礼 式

○　指揮幹部科（ 現 場 指 揮 課 程 ） 実 施 状 況

開　催　回

第 10 期

第 11 期

計

火 災 防 ぎ ょ

事 例 研 究

計

時　間　数
担　　当　　区　　分

防 災 指 導 要 領

現 場 指 揮

防 災

安 全 管 理

行 事 そ の 他



ウ　指揮幹部科（分団指揮課程）

実施期間 実施日数 時間数 修了人員 教育量

R4.7.30 1 9 57 57

R4.10.15 1 9 13 13

2 18 70 70

項　　目
教　科　目　別　 学　校 県 外　部 消防職員

4 1 3

1 1

2 2

1 1

1 1

9 6 3

（4）　特別教育

　　減少傾向にある消防団員の確保や女性を核とした消防団活動の活性化を図るため、女性消防団員

　を対象に、活動に必要な知識・技術の習得とグループ討議を主体に女性消防団員科を実施した。

    また、例年実施していた教育主幹科については、他の消防団教育訓練の計画を鑑み休止とした。

　　実施状況は下表のとおりである。

［第8表］

ア　　女　性　消　防　団　員　科

実施期間 実施日数 時間数 修了人員 教育量

R4.6.18 1 6 16 16

R4.10.1 1 6 16 16

2 12 32 32

○女性消防団員科の実施科目、時間数、担当区分

項　　目

教　科　目　別　 学　校 県 外　部 消防職員

1 1

1 1

1 1

2 2

1 1

6 6

（注）　時間数は全実施期日の合計時間である

第 ８ 期

計

計

○　女性消防団員科実施状況

時　間　数

開　催　回

第 １ 回

第 ２ 回

講 話

組織制度・安全管理

開　催　回

第 ７ 期

計

災 害 図 上 訓 練 （ ＤＩ Ｇ）

時　間　数
担　　当　　区　　分

訓 練 礼 式

35

グ ル ー プ 討 議

行 事 そ の 他

計

講 話

地 域 防 災 指 導

行 事 そ の 他

○　指揮幹部科（分団指揮課程）の実施科目、時間数、担当区分等

○　指揮幹部科（ 現 場 指 揮 課 程 ） 実 施 状 況

事 例 研 究

担　　当　　区　　分



4　校外講習

 　市町村、新潟県消防協会、同地区支会及び消防学校で共同実施している消防学校外での教育で、最寄りの消防本部・署職員の協力を得て、

主として「消防団指導者研修」の内容を受けて、実技を中心に実施した。

　 実施状況は下表のとおりである。

［第9表］

地区支会 実施日 受講人数 時間数 講話 訓練礼式 ポンプ操法 救急法

新　　　潟 9月25日 新潟市（西方面隊） 150 1.5 1.5 放水訓練、車両点検

10月9日 新潟市（西方面隊） 181 1.5 1.5 放水訓練、車両点検

10月30日 新潟市（西方面隊） 86 1.5 1.5 放水訓練、車両点検

三市北蒲原 10月30日 聖篭町 95 5.5 5.5 機関員講習

五泉・東蒲原 6月19日 五泉市、阿賀町 87 5 1 2 2

県　　　央 6月12日 三条市、燕市、加茂市、田上町、弥彦村 143 2 1 1

北  魚  沼 5月8日 小千谷市、魚沼市 81 5 1 2 2

南  魚  沼 10月30日 南魚沼市 65 4 1 3 可搬消防ポンプ取扱い

十  日  町 4月17日 十日町市、津南町 176 2.5 0.5 2

柏崎刈羽 4月25日 柏崎市、刈羽村 53 2.5 2.5

4月28日 柏崎市、刈羽村 14 2.5 2.5

岩　　　船 6月26日 村上市、関川村、粟島浦村 217 2 1 1

佐　　　渡 10月30日 佐渡市 58 6 1 2 3 放水訓練、救助訓練

上　　　越 4月24日 上越市、糸魚川市、妙高市 128 3 3

計  1,534 44.5 3.5 10 11 4 16

○　担当区分 学校

県

外部

消防職員 45.5 3.5 10 11 4 16

 計 44.5 3.5 10 11 4 16

その他

校　外　講　習　実　施　状　況

受　講　消　防　団

3
6



　Ⅳ　車両等、主な教材教具類（令和５年３月現在）

車両等

区　　分 名　　　　　称 数　量

　消防ポンプ自動車（CD-Ⅰ） いすず　エルフ 2

いすず　フォワード 1

三菱　キャンター 1

　消防ポンプ自動車（救助資器材搭載型） 日野 1

救急車 トヨタ　ハイエース 1

救助工作車 日野レンジャー　ダブルキャビン 1

オフロードバイク ホンダ　ＣＲＦ 2

消防ポンプ トーハツ可搬消防ポンプ 3

トーハツ小型動力ポンプ 2

　主な教材及び教具

区　　分 名　　　　　称 数　量 名　　　　　称 数　量

理化学教育教材及び器具

温度測定器 放射温度計 1

分析装置 ガス測定器 2

予防、査察教育教材及び教具

消防用設備 スローダン（避難器具） 1 救助袋 2

水槽 5

警防教育教材及び教具

救助用資器材 災害救助用ファイバースコープシステム 1 チルホール（携帯ウインチ） 6

エンジンカッター 3 油圧救助器具 2

エアーソー 3 スチールチェンソー 2

エアーコンプレッサー 1 コンクリート破砕器具（ハンディブレーカー） 1

マット式空気ジャッキ 2 充電式油圧破壊器具マルチカッター 1

パワーユニット 2 スプレッダー 1

油圧カッター 1 ハンドポンプ 1

ラムシリンダー 1 ハンマードリル 4

サバイバースリング 8 三連梯子 20

一連梯子 3 ワイヤー梯子 1

救助用三脚 1 救助ブロック 3

グラスマネジメント 1 レスキューキット 2

フルスケッドストレッチャー 1 空気ボンベ（軽量） 39

除染シャワーテント 1 クイックストライプ 2

レスキュースリング 1
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区　　分 名　　　　　称 数　量 名　　　　　称 数　量

発煙装置 発煙器 2

空気呼吸器 空気呼吸器 33 酸素呼吸器 2

安全管理機器 張力計 3 訓練用安全マット 10

救助訓練用安全ネット 4

救急教育教材及び教具

観察用資器材 パルスオキシメーター 7 ベッドサイドモニター 1

呼吸循環管理用資器材 電動吸引器 6 自動体外式除細動器 1

自動式心マッサージ器 4 半自動除細動器 6

マッキントッシュ型喉頭鏡 3 救急搬送用人工呼吸器 1

可搬型人工呼吸器 1

創傷等保護用資器材 スクープストレッチャー 7 ハイテクバックボード 8

保温・搬送用資器材 ストレッチャーチェアー 1 バスケットストレッチャー 1

救助用平担架 6

救急訓練用資器材 特殊骨格模型 1 レサシアン 12

レサシジュニア 9 レサシベビー 9

静脈採血注射モデル 8 気道確保訓練用人形（成人用） 9

分娩介助モデルセット 1 静脈路確保困難モデル 7

分娩介助モデルセット 1 高度救急処置シュミレーター 8

気管挿管訓練モデル 7 AEDトレーナー 11

実科訓練教材及び教具

放水器具等 ガンタイプノズル 6 火点表示用標的 4

放水訓練飛散防止シート 1

小型無人航空機 ドローン 1

照明器具 発電機 1

救助用人形 救助訓練用人形 12 レスキューランディー 1

防火被服等 化学防護服（訓練用） 30
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参考資料-１

前期（第110期） 67 (6) 12 (1) 5 (1) 4 (1) 3 (1) 5 (1) 3 (1) 2

後期（第111期）

32 (1) 3 (1) 1

30 (3) 3 (1) 2 (1) 2 (1) 1

26 (1) 1 (1) 1

前期（第38期） 41 (1) 3 (1)

後期（第39期） 1

幹
部
教
育

30 (1) 1 (1) 2

1

363 (13) 70 (2) 31 (2) 21 (1) 25 (3) 13 (1) 9 (2) 30 (1) 19 (1) 7 2

※（　）内の数字は、女性の入校者数（内数）を示す

2 2 21 2 1 1 2 2

1 1

2 2 1 1 2

1211 25

3 2 1

3 2 2

1

3 1
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1 2 1

32 18

1 2 1 1 2
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1

2 21 1
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魚
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長

岡
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そ
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新
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阿

賀

野

市

2

南

魚
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市

阿

賀

町

1

24

2 1

2

2

12 4

3 2 3

1

1

11

1

1

4

2

令和４年度　消防本部別、課程別修了状況　

加

茂

地

域

1 2

新

潟

市

村

上

市

柏

崎

市

課
程
毎
学
生
数
計

十

日

町

地

域

                           消防本部別

　　課程別

初任科

初
任
教
育

専
 

科
 

教
 

育

警防科（第51期）

救 助 科 （ 第 44 期 ）

予防査察科（第９期）

31 1

20 2

21

危険物科（第42期）

初級幹部科（第68期）

11

23

3

2 1

11 1

2 1

2

2

2 1

1

特
別
教
育

操 法 審 査 員 研 修

高 度 救 助 コ ー ス 12 12

31

3

1

1

1

1

佐

渡

市

2

1

五

泉

市

2

1

燕

・

弥

彦

総

合

3

1

1

1

18

1

11

2

2

9 18

1 112 1221



参考資料-２

20 16 4

22 17 2 3

16 11 3 2

11 9 1 1

16 11 4 1

14 9 4 1

専
科

教
育

36 6 7 5 3 3 1 2 1 1 2 4 1

26 4 6 2 1 3 1 1 2 1 4 1

40 3 7 4 5 3 1 2 3 1 2 1 2 2 3 1

5 2 1 2

57 3 7 4 5 5 2 4 3 1 2 1 2 1 4 3 2 5 1 2

13 4 2 2 1 1 1 2

16 3 1 2 1 2 1 2 1 1 2

16 2 1 1 2 2 3 1 1 2 1

308 100 28 33 13 10 6 2 13 14 4 4 5 3 8 9 4 4 4 1 4 8 1 17 6 4 3

※基礎教育科は、受講人数を示す

※女性消防団員科以外の課程で、女性の入校はなし

4
0

各消防団修了者計

女性消防団員科（第２回）

女性消防団員科（第１回）

基
 

礎
 

教
 

育

基礎教育科A課程（第３回）

基礎教育科B課程（第３回）

指揮幹部科(分団指揮課程)第７回

特
別
教
育

初級幹部科（第127期）

指揮幹部科(分団指揮課程)第８回

基礎教育科B課程（第１回）

指揮幹部科(現場指揮課程)第10回

指揮幹部科(現場指揮課程)第11回

警防科（第40期）

長

岡

市

五

泉

市

南

魚

沼

市

出

雲

崎

町

基礎教育科A課程（第２回）

佐

渡

市

村

上

市

粟

島

浦

村

課
程
毎
修
了
者
計

三

条

市

糸

魚

川

市

魚

沼

市

幹
部
教
育

聖

籠

町

妙

高

市

基礎教育科A課程（第１回）

柏

崎

市

基礎教育科B課程（第２回）

加

茂

市

見

附

市

十

日

町

市

燕

市

湯

沢

町

新

発

田

市

阿

賀

野

市

弥

彦

村

小

千

谷

市

上

越

市

関

川

村

新

潟

市

令和４年度　消防団別、課程別修了状況　

阿

賀

町

田

上

町

胎

内

市

刈

羽

村

津

南

町

                               消防団別

　　課程別



参考資料-3 　　年度別-教育訓練種別修了者調
累　計

S27～H28

4,735 114 103 107 103 97 99
(99) (2) (2) (2) (2) (2) (2)

1,664 33 31 29 32
(47) (1) (1) (1) (1)
129 29

(4) (1)
1,455 29 27 30

(44) (1) (1) (1)
1,177 26 28 28 26

(37) (1) (1) (1) (1)
861 34 30 29 27
(20) (1) (1) (1) (1)

1,886 89 87 84 71 69 61
(27) (2) (2) (2) (2) (2) (2)

1,314
(20)

1,509 36 32 31 36 33 31
(38) (1) (1) (1) (1) (1) (1)

1,813 35 32 30
(80) (1) (1) (1)
670 32 31
(19) (1) (1)
20
(2)
13
(6)

349
(9)

1,594 32 32 32 31
(42) (1) (1) (1) (1)
48 22 23 20 16 22 23
(2) (1) (1) (1) (1) (1) (1)

502
(10)
341
(10)
221

(6)
62
(1)

4,469
(127)

24,832 421 399 363 283 335 363
(650) (11) (11) (10) (8) (10) (11)

修了者 7,976 55 54 55 24 4 36
Ａ課程 928 67 61 70 22 20 58
Ｂ課程 849 55 56 58 35 0 41

(328) (4) (4) (4) (3) (1) (6)
1,363 54 45 43 36

(36) (1) (1) (1) (1)
4,696 35 26
(125) (1) (1)
294

(5)
160 49 50 68 45

(4) (1) (2) (2) (2)
132 73 60 77 26 70

(2) (1) (1) (1) (1) (1)
573 41 42 37 20 8 32
(22) (2) (2) (2) (1) (1) (2)

2,014 41 37 36 28 26
(39) (1) (1) (1) (1) (1)

8,165
(197)

67
(2)

3,910
(109)

29,350 313 323 316 72 64 245
(869) (10) (12) (11) (5) (4) (13)

1,532
(60)

55,714 734 722 679 355 399 608
(1,579) (21) (23) (21) (13) (14) (24)

175,393 5,079 5,479 4,983 247 333 1,543
(771) (20) (22) (20) (3) (5) (14)

49,010
(358)

224,403 5,079 5,479 4,983 247 333 1,543
(1,129) (20) (22) (20) (3) (5) (14)

280,117 5,813 6,201 5,662 602 732 2,151
(2,708) (41) (45) (41) (16) (19) (38)

注１）　単位：人（ただし、下段（ ）書きは実施回数を示す。）

注２）　学校教育とは学校内で、校外教育とは学校外で実施した教育訓練を、それぞれここでは示す。

注３）　消防団員基礎教育科について、平成18年度以降の修了者はＡ・Ｂ課程受講済かつ消防団において消防学校で定めた

　　　教科目を履修し、消防学校が修了証書を授与した者を示す。

[[[ 合 計 ]]]

Ｒ３

１ 日 入 校

そ の 他

[ 消 防 団 員 計 ]

そ の 他

[[ 学 校 教 育 計 ]]

校
外
教
育

校 外 講 習

そ の 他

[[ 校 外 教 育 計 ]]

幹
部
教
育

初 級 幹 部 科

中 級 幹 部 科 （ H26 ま で ）

指 揮 幹 部 科 （ 現 場 指 揮 課 程 ）

指 揮 幹 部 科 （ 分 団 指 揮 課 程 ）

特
別
教
育

女 性 消 防 団 員 科

教 育 主 幹 科

指 導 者 研 修 科

そ の 他

[ 消 防 職 員 計 ]

消
 

防
 

団
 

員
 

に
 

対
 

す
 
る
 

教
 

育

基 礎 教 育

（平成１７年度まで１日入校を含む）

専科
教育 警 防 科

特
　
別
　
教
　
育

新 任 消 防 長 研 修
薬 剤 投 与 追 加 講 習
（ Ｈ １ ７ ま で 気 管 挿 管 講 習 ）
（ H ２ ２ ま で 気 管 挿 管 ・ 薬 剤 投 与 追 加 講 習 ）

操 法 審 査 員 研 修

高 度 救 助 コ ー ス

救 急 救 命 士 処置 拡大 追加 講習

は し ご 自 動 車 講 習

応 急 手 当 指 導 員 講 習 Ⅰ

ポ ン プ 操 法 講 習

危 険 物 科 （ H14 ま で 危 険 物 課 程 ）

火 災 調 査 科

救 急 科 （ H25 か ら 二 期 制 ）

救 急 Ⅱ 課 程
（ H17 最 終 回 ）

救 助 科

幹
部
教
育

初 級 幹 部 科

中 級 幹 部 科

上 級 幹 部 科

Ｒ４
科・課程名

学
　
　
　
　
　
　
　
　
校
　
　
　
　
　
　
　
　
教
　
　
　
　
　
　
　
　
育

消
　
防
　
職
　
員
　
に
　
対
　
す
　
る
　
教
　
育

初任
教育 初 任 科

専
　
科
　
教
　
育

警 防 科

特 殊 災 害 科 （ H17 ～ 23 ま で ）

予 防 査 察 科 （ H13 ま で 予 防 課 程 ）

区　分 年　　度 Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２
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